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（留意事項）

１．この調査における損益状況、給与費は平成２３年６月１ヶ月間の数値である。

２．個人立の病院・一般診療所・歯科診療所・保険薬局においては、開設者の報酬に相当する部分は、「医業・介護費用（又は費用）」
の「給与費」には含まれていない。また「総損益差額（又は（医業・介護）損益差額）」については、開設者の報酬となる部分以外
に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

３．この報告書の損益状況等における合計数値と内訳数値は、四捨五入の関係で合致しない場合がある。

４．平成21年分及び平成22年分の事業所得に対し青色申告を行った個人立診療所に限り、調査票の一部の記入項目への記入を省略できる
ようにした。集計表において、記入を省略できる項目を網かけで示し、当該項目を集計の対象外とした。

５．施設数が１または２の場合、当該集計区分の数値を「*」で秘匿した。

Ⅰ．平成23年6月分の集計結果

- 1 -



白ページの印刷（ページ番号無し）



【損益状況】

調査に回答した全ての医療機関等の集計（集計２）

（有効回答施設の集計）



一般診療所（個人）　（集計２） （１施設当たり損益）

入院診療収益あり 入院診療収益なし 全体

金額 構成比率

23年６月 23年６月 23年６月 23年６月 23年６月 23年６月 23年６月 23年６月

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

Ⅰ　医業収益 * * 6,402 99.5 * * 6,630 99.6

１．保険診療収益 * * 5,780 89.9 * * 6,013 90.3

（再掲）入院診療収益 * * 0 0.0 * * 134 2.0

（再掲）外来診療収益 * * 5,780 89.9 * * 5,879 88.3

２．公害等診療収益 － － － － － － － －

３．その他の診療収益 － － － － － － － －

４．その他の医業収益 － － － － － － － －

Ⅱ　介護収益 * * 30 0.5 * * 29 0.4

１．施設サービス収益 － － － － － － － －

２．居宅サービス収益 － － － － － － － －

（再掲）短期入所療養介護分 － － － － － － － －

３．その他の介護収益 － － － － － － － －

Ⅲ　医業・介護費用 * * 4,795 74.6 * * 5,050 75.8

１．給与費 * * 1,656 25.8 * * 1,741 26.1

２．医薬品費 * * 1,376 21.4 * * 1,438 21.6

３．材料費 * * 115 1.8 * * 126 1.9

４．委託費 * * 276 4.3 * * 281 4.2

５．減価償却費 * * 258 4.0 * * 261 3.9

（再掲）建物減価償却費 － － － － － － － －

（再掲）医療機器減価償却費 － － － － － － － －

６．その他の医業・介護費用 * * 1,115 17.3 * * 1,203 18.1

Ⅳ　損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） * * 1,636 25.4 * * 1,609 24.2

Ⅴ　税金 － － － － － － － －

Ⅵ　税引後の総損益差額（Ⅳ－Ⅴ） － － － － － － － －

施設数 * － 89 － * － 91 －

（注） １．構成比率は「Ⅰ　医業収益」と「Ⅱ　介護収益」を合算した金額に対する各収益科目、又は費用科目の割合である。（以下同様）

　　　 ２．個人立の一般診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

　　　 ３．個人立の一般診療所は税金について調査していないので、個人立の一般診療所が含まれる集計区分では税金の集計はしていない。（以下同様）

構成比率
(参考)有床

金額金額 構成比率 構成比率金額
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歯科診療所　（集計２） （１施設当たり損益）

個　人

金　額 構成比率

23年６月 23年６月

千円 ％

Ⅰ　医業収益 3,284 100.0

１．保険診療収益 2,992 91.1

２．労災等診療収益 － －

３．その他の診療収益 － －

４．その他の医業収益 － －

Ⅱ　介護収益 0 0.0

１．居宅サービス収益 － －

２．その他の介護収益 － －

Ⅲ　医業・介護費用 2,419 73.6

１．給与費 980 29.8

２．医薬品費 30 0.9

３．歯科材料費 231 7.0

４．委託費 318 9.7

５．減価償却費 182 5.5

　（再掲）建物減価償却費 － －

　（再掲）医療機器減価償却費 － －

６．その他の医業費用 678 20.6

Ⅳ　損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 866 26.4

Ⅴ　税金 － －

Ⅵ　税引後の総損益差額（Ⅳ－Ⅴ） － －

施設数 89 －
平均ユニット数 3 －

（注） １．構成比率は「Ⅰ　医業収益」と「Ⅱ　介護収益」を合算した金額に対する各収益科目、又は費用科目の割合である。

       ２．個人立の歯科診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

       ３．個人立の歯科診療所は税金について調査していないので、個人立の歯科診療所が含まれる集計区分では税金の集計はしていない。（以下同様）
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（留意事項）

１．この調査における損益状況、給与費は平成23年３月末までに終了する直近の２事業年(度)の数値である。

２．個人立の病院・一般診療所・歯科診療所・保険薬局においては、開設者の報酬に相当する部分は、「医業・介護費用（又は費用）」
の「給与費」には含まれていない。また「総損益差額（又は（医業・介護）損益差額）」については、開設者の報酬となる部分以外
に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

３．この報告書の損益状況等における合計数値と内訳数値は、四捨五入の関係で合致しない場合がある。

４．平成21年分及び平成22年分の事業所得に対し青色申告を行った個人立診療所に限り、調査票の一部の記入項目への記入を省略できる
ようにした。集計表において、記入を省略できる項目を網かけで示し、当該項目を集計の対象外とした。

５．施設数が１または２の場合、当該集計区分の数値を「*」で秘匿した。

Ⅱ．直近の２事業年(度)の集計結果
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調査に回答した全ての医療機関等の集計（集計２）

（有効回答施設の集計）

【損益状況】



一般診療所（個人）　（集計２） （１施設当たり損益）

入院診療収益あり 入院診療収益なし 全体

前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度)

千円 千円 ％ ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％

Ⅰ　医業収益 * * * * － 74,539 74,608 99.7 99.5 0.1 * * * * － 77,271 77,197 99.7 99.6 -0.1

１．保険診療収益 * * * * － 68,733 68,073 91.9 90.8 -1.0 * * * * － 71,406 70,636 92.1 91.1 -1.1

（再掲）入院診療収益 * * * * － 0 0 0.0 0.0 － * * * * － 1,363 1,320 1.8 1.7 -3.2

（再掲）外来診療収益 * * * * － 68,733 68,073 91.9 90.8 -1.0 * * * * － 70,043 69,316 90.4 89.4 -1.0

２．公害等診療収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

３．その他の診療収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

４．その他の医業収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

Ⅱ　介護収益 * * * * － 248 339 0.3 0.5 36.7 * * * * － 243 332 0.3 0.4 36.6

１．施設サービス収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

２．居宅サービス収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

（再掲）短期入所療養介護分 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

３．その他の介護収益 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

Ⅲ　医業・介護費用 * * * * － 56,241 56,131 75.2 74.9 -0.2 * * * * － 59,238 59,025 76.4 76.1 -0.4

１．給与費 * * * * － 19,439 19,823 26.0 26.4 2.0 * * * * － 20,581 20,933 26.6 27.0 1.7

２．医薬品費 * * * * － 16,176 16,089 21.6 21.5 -0.5 * * * * － 16,855 16,702 21.7 21.5 -0.9

３．材料費 * * * * － 1,554 1,470 2.1 2.0 -5.4 * * * * － 1,649 1,564 2.1 2.0 -5.2

４．委託費 * * * * － 3,501 3,230 4.7 4.3 -7.7 * * * * － 3,580 3,295 4.6 4.3 -8.0

５．減価償却費 * * * * － 3,166 3,213 4.2 4.3 1.5 * * * * － 3,213 3,249 4.1 4.2 1.1

（再掲）建物減価償却費 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

（再掲）医療機器減価償却費 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

６．その他の医業・介護費用 * * * * － 12,404 12,307 16.6 16.4 -0.8 * * * * － 13,361 13,281 17.2 17.1 -0.6

Ⅳ　損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） * * * * － 18,546 18,816 24.8 25.1 － * * * * － 18,276 18,504 23.6 23.9 －

Ⅴ　税金 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

Ⅵ　税引後の総損益差額（Ⅳ－Ⅴ） － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

施設数 * * － － － 96 96 － － － * * － － － 98 98 － － －

（注） １．構成比率は「Ⅰ　医業収益」と「Ⅱ　介護収益」を合算した金額に対する各収益科目、又は費用科目の割合である。（以下同様）

　　　 ２．個人立の一般診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

直近の２事業年(度)

金額の
伸び率金額 構成比率 金額の

伸び率

(参考)有床
金額 構成比率金額の

伸び率
金額 構成比率 金額の

伸び率
金額 構成比率
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歯科診療所　（集計２） （１施設当たり損益）

個　人

金　額 構成比率 金額の

前々年(度) 前年(度) 前々年(度) 前年(度) 伸び率

千円 千円 ％ ％ ％

Ⅰ　医業収益 39,213 39,089 100.0 100.0 -0.3

１．保険診療収益 35,309 35,217 90.0 90.1 -0.3

２．労災等診療収益 － － － － －

３．その他の診療収益 － － － － －

４．その他の医業収益 － － － － －

Ⅱ　介護収益 0 2 0.0 0.0 －

１．居宅サービス収益 － － － － －

２．その他の介護収益 － － － － －

Ⅲ　医業・介護費用 29,398 28,832 75.0 73.8 -1.9

１．給与費 11,853 11,539 30.2 29.5 -2.6

２．医薬品費 451 448 1.2 1.1 -0.7

３．歯科材料費 2,785 2,835 7.1 7.3 1.8

４．委託費 3,653 3,470 9.3 8.9 -5.0

５．減価償却費 2,093 2,160 5.3 5.5 3.2

　（再掲）建物減価償却費 － － － － －

　（再掲）医療機器減価償却費 － － － － －

６．その他の医業費用 8,563 8,379 21.8 21.4 -2.1

Ⅳ　損益差額（Ⅰ＋Ⅱ－Ⅲ） 9,815 10,259 25.0 26.2 －

Ⅴ　税金 － － － － －

Ⅵ　税引後の総損益差額（Ⅳ－Ⅴ） － － － － －

施設数 96 96 － － －
平均ユニット数 3 3 － － －

（注） １．構成比率は「Ⅰ　医業収益」と「Ⅱ　介護収益」を合算した金額に対する各収益科目、又は費用科目の割合である。

       ２．個人立の歯科診療所の損益差額からは、開設者の報酬となる部分以外に、建物、設備について現存物の価値以上の改善を行うための内部資金に充てられることが考えられる。

直近の２事業年(度)
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